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国　税／�9月分源泉所得税の納付� 10月10日

国　税／�特別農業所得者への予定納税基準額等の通知

� 10月16日

国　税／�8月決算法人の確定申告

� （法人税・消費税等） 10月31日

国　税／�2月決算法人の中間申告� 10月31日

国　税／�11月、2月、5月決算法人の消費税等の中間申告

� （年3回の場合） 10月31日

地方税／�個人の道府県民税及び市町村民税の第３期分

の納付� 市町村の条例で定める日

労　務／�労働者死傷病報告（7月〜9月分）� 10月31日

労　務／�労災の年金受給者の定期報告

� （7月〜12月生まれ） 10月31日

労　務／�労働保険料第2期分の納付� 10月31日

� （労働保険事務組合委託の場合は11月14日）

　一定の投資信託の配当や譲渡益が非課税と
なる「つみたてNISA」の金融機関での口座開
設受付が、10月１日から開始されます。平成
29年度税制改正で創設されたこの制度は、年
間の投資上限額40万円、非課税期間20年間で、
来年１月から平成49年12月までの投資が対象
となります。一般のNISAとは選択適用です。

ワンポイント つみたてＮＩＳＡの受付開始

10 月 の 税 務 と 労 務10月（神無月）OCTOBER

9日・体育の日
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10月号─2

　
「
障
害
者
の
雇
用
の
促
進
等
に
関
す

る
法
律
」で
は
、事
業
主
に
対
し
て
、

雇
用
す
る
労
働
者
に
占
め
る
障
害
者

の
割
合
が
一
定
率
（
法
定
雇
用
率
）

以
上
に
な
る
よ
う
義
務
づ
け
て
い
ま

す
。
平
成
三
十
年
四
月
一
日
か
ら
は
、

こ
の
法
定
雇
用
率
が
引
き
上
げ
ら
れ

る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

　

今
回
は
、
障
害
者
雇
用
率
制
度
お

よ
び
障
害
者
雇
用
納
付
金
制
度
を
取

り
上
げ
ま
す
。

一
　
法
定
雇
用
率
の
引
上
げ

㈠
　
法
定
雇
用
率

　

法
定
の
障
害
者
雇
用
率
は
、
平
成

三
十
年
四
月
よ
り
次
の
と
お
り
と
な

り
ま
す
（
カ
ッ
コ
内
は
現
行
の
率
）

①
　
民
間
事
業
主

　

二
・
二
％
（
二
・
〇
％
）

②
　
国
、
地
方
公
共
団
体
等

　

二
・
五
％
（
二
・
三
％
）

③
　
都
道
府
県
等
の
教
育
委
員
会

　

二
・
四
％
（
二
・
二
％
）

※
法
定
雇
用
率
は
、
平
成
三
十
三
年

四
月
ま
で
に
、
更
に
〇
・
一
％
引

き
上
げ
ら
れ
ま
す
（
民
間
事
業
主

の
場
合
、
二
・
三
％
）。
具
体
的
な

引
上
げ
時
期
は
今
後
議
論
が
な
さ

れ
ま
す
。

㈡
　
雇
用
す
る
障
害
者
数

　

法
定
雇
用
率
の「
二
・
二
％
」と
は
、

労
働
者
四
十
五・五
人
（
現
行
は
五
十

人
）
に
対
し
、
一
人
の
障
害
者
を
雇

用
す
る
こ
と
を
表
し
ま
す
。

　

雇
用
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
障
害

者
の
数
は
、「
労
働
者
数
×
法
定
雇

用
率
」
に
よ
り
算
出
し
、
小
数
点
以

下
の
端
数
を
切
り
捨
て
て
求
め
ま
す
。

　

な
お
、
短
時
間
労
働
者
（
一
週
間

の
所
定
労
働
時
間
が
二
十
時
間
以
上

三
十
時
間
未
満
で
あ
る
者
）
に
つ
い

て
は
、
〇
・
五
人
の
労
働
者
と
み
な

し
ま
す
。

㈢
　
新
た
に
対
象
と
な
る
事
業
主
の

注
意
点

　

現
行
で
は
労
働
者
数
五
十
人
未
満

の
事
業
主
に
障
害
者
雇
用
義
務
は
あ

り
ま
せ
ん
が
、
法
定
雇
用
率
の
引
上

げ
に
伴
い
、
平
成
三
十
年
四
月
か
ら

は
労
働
者
数
四
十
五
・
五
人
以
上

五
〇
人
未
満
の
事
業
主
に
障
害
者
雇

用
義
務
が
生
じ
ま
す
。

　

対
象
事
業
主
と
な
る
場
合
は
、
次

の
点
に
留
意
し
ま
す
。

①
　
障
害
者
雇
用
状
況
報
告

　

毎
年
六
月
一
日
現
在
に
お
け
る
障

害
者
雇
用
状
況
を
、
所
定
の
報
告
書

に
記
載
し
て
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
に
提
出

し
ま
す
（
七
月
十
五
日
ま
で
）。

　

電
子
申
請
に
よ
る
報
告
も
可
能
で

す
。

②
　
障
害
者
雇
用
推
進
者
の
選
任

　

障
害
者
雇
用
の
促
進
と
継
続
を
図

る
た
め
「
障
害
者
雇
用
推
進
者
」
を

選
任
す
る
よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な
り

ま
せ
ん
。

　

企
業
に
お
け
る
障
害
者
雇
用
の
連

絡
窓
口
と
し
て
選
任
す
る
も
の
で
、

障
害
者
雇
用
に
つ
い
て
の
取
組
体
制

を
整
備
す
る
こ
と
に
主
眼
が
あ
り
、

人
事
労
務
担
当
の
部
長
ク
ラ
ス
が
選

任
さ
れ
る
こ
と
が
望
ま
し
い
と
さ
れ

て
い
ま
す
。

　

主
な
業
務
と
し
て
、
次
の
も
の
が

あ
り
ま
す
。

・
障
害
者
の
職
場
環
境
の
整
備
等

・
障
害
者
雇
用
状
況
報
告
に
関
す
る

業
務

・
障
害
者
を
解
雇
す
る
場
合
に
お
け

る
公
共
職
業
安
定
所
長
へ
の
届
出

の
業
務

・
障
害
者
雇
入
れ
計
画
の
作
成

二
　
障
害
者
雇
用
納
付
金
等

　

障
害
者
を
雇
用
す
る
に
は
、
職
場

環
境
の
整
備
や
特
別
の
雇
用
管
理
等

が
必
要
と
さ
れ
る
こ
と
が
多
く
、
経

済
的
負
担
が
伴
う
こ
と
か
ら
、
雇
用

義
務
を
履
行
し
て
い
る
事
業
主
と
履

行
し
て
い
な
い
事
業
主
と
で
は
そ
の

経
済
的
負
担
に
差
が
生
じ
ま
す
。

　

事
業
主
の
経
済
的
負
担
の
調
整
を

図
る
と
と
も
に
、
障
害
者
の
雇
用
水

準
を
引
き
上
げ
る
こ
と
を
目
的
と
し

て
、
雇
用
率
未
達
成
の
事
業
主
か
ら

納
付
金
を
徴
収
し
、
雇
用
率
を
達
成

し
て
い
る
事
業
主
に
対
し
て
調
整
金
、

報
奨
金
の
支
給
等
が
行
わ
れ
て
い
ま

す
。

㈠
　
障
害
者
雇
用
納
付
金

①
　
対
象
事
業
主

　

常
用
雇
用
労
働
者
数
が
百
人
を
超

え
る
事
業
主
※
は
、
障
害
者
雇
用
納

付
金
の
申
告
を
行
い
ま
す
。

　

百
人
以
下
の
場
合
は
、
障
害
者
雇

用
納
付
金
の
申
告
義
務
は
あ
り
ま
せ

ん
が
、
一
定
数
を
超
え
て
障
害
者
を

雇
用
し
て
い
る
場
合
は
、
後
述
す
る

　平
成
三
十
年
四
月
よ
り

　障
害
者
雇
用
率
を
引
上
げ
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報
奨
金
の
支
給
申
請
を
す
る
こ
と
が

で
き
ま
す
。

※　

四
月
か
ら
翌
年
三
月
ま
で
の
十

二
か
月
間
の
う
ち
、
常
用
労
働
者

数
が
百
人
を
超
え
る
月
が
五
か
月

以
上
あ
る
事
業
主
を
い
い
ま
す
。

　

な
お
、
こ
の
制
度
に
お
け
る
常
用

労
働
者
と
は
、
一
週
間
の
所
定
労
働

時
間
が
二
十
時
間
以
上
の
者
が
対
象

と
な
り
ま
す
（
週
所
定
労
働
時
間
が

二
十
時
間
以
上
三
十
時
間
未
満
の
短

時
間
労
働
者
は
、
〇
・
五
人
と
し
て

計
算
）。

　

雇
用
期
間
の
定
め
が
な
く
雇
用
さ

れ
て
い
る
労
働
者
の
ほ
か
、
一
定
の

期
間
を
定
め
て
雇
用
さ
れ
て
い
る
労

働
者
の
う
ち
一
年
を
超
え
て
継
続
雇

用
さ
れ
る
見
込
み
が
あ
る
者
や
既
に

一
年
を
超
え
て
引
き
続
き
雇
用
さ
れ

て
い
る
者
も
含
み
ま
す
。

②
　
納
付
金
の
額
（
原
則
）

　
「
一　

法
定
雇
用
率
の
引
上
げ
」
に

お
い
て
触
れ
た
法
定
雇
用
率
を
基
に

雇
用
す
べ
き
障
害
者
数
を
算
出
し
、

不
足
が
あ
る
と
き
は
、
一
人
あ
た
り

月
額
五
万
円
の
障
害
者
雇
用
納
付
金

の
納
付
義
務
が
生
じ
ま
す
。

　

重
度
の
身
体
障
害
者
・
知
的
障
害

者
を
雇
用
し
て
い
る
場
合
は
、
過
不

足
の
計
算
の
際
に
、
一
人
の
雇
用
に

つ
き
二
人
の
障
害
者
を
雇
用
し
た
も

の
と
み
な
し
て
計
算
し
ま
す
。

　

短
時
間
労
働
者
は
〇
・
五
人
（
重

度
の
身
体
障
害
者
・
知
的
障
害
者
で

あ
る
短
時
間
労
働
者
の
場
合
は
一
人
）

と
し
て
計
算
し
ま
す
。

③
　
納
付
金
の
額
（
特
例
）

　

常
用
雇
用
労
働
者
の
総
数
が
百
人

超
二
百
人
以
下
の
事
業
主
※
は
、
平

成
三
十
二
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
納

付
金
の
減
額
特
例
が
適
用
さ
れ
ま
す
。

※　

四
月
か
ら
翌
年
三
月
ま
で
の
十

二
か
月
間
の
う
ち
、
常
用
労
働
者

数
が
二
百
人
以
下
の
月
が
八
か
月

以
上
あ
る
事
業
主
を
い
い
ま
す
。

　

特
例
が
適
用
さ
れ
る
規
模
の
事
業

主
に
つ
い
て
は
、
不
足
一
人
あ
た
り

の
月
額
が
四
万
円
に
減
額
さ
れ
ま
す
。

④
　
申
告
・
納
付
時
期

　

四
月
一
日
か
ら
五
月
十
五
日
ま
で

の
間
に
、
所
定
の
申
告
書
を
独
立
行

政
法
人
高
齢
・
障
害
・
求
職
者
雇
用

支
援
機
構
に
提
出
し
ま
す
。
時
期
と

提
出
窓
口
は
、
次
の
㈡
、
㈣
の
制
度

で
も
同
様
で
す
。

　

納
付
方
法
は
、
全
納
と
延
納
の
二

通
り
が
あ
り
ま
す
。

　

全
納
の
場
合
は
五
月
十
五
日
ま
で

に
全
額
を
納
付
し
ま
す
。
納
付
金
の

額
が
百
万
円
以
上
に
な
る
場
合
は
、

三
期
（
五
月
十
五
日
、
七
月
三
十
一

日
、
十
一
月
三
十
日
）
に
分
け
て
納

付
を
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

⑤
　
引
上
げ
後
の
法
定
雇
用
率
に
よ

る
算
定

　

平
成
三
十
年
四
月
か
ら
新
し
い
法

定
雇
用
率
に
よ
る
障
害
者
雇
用
義
務

が
生
じ
ま
す
が
、
障
害
者
雇
用
納
付

金
の
申
告
に
お
い
て
新
し
い
率
を
用

い
た
算
定
を
行
う
の
は
、
平
成
三
十

一
年
四
月
一
日
か
ら
同
年
五
月
十
五

日
ま
で
の
間
に
申
告
す
る
分
（
申
告

対
象
期
間
は
、
平
成
三
十
年
四
月
か

ら
平
成
三
十
一
年
三
月
三
十
一
日
）

か
ら
と
な
り
ま
す
。

㈡
　
障
害
者
雇
用
調
整
金

　

常
用
雇
用
労
働
者
数
が
百
人
超
で

あ
っ
て
、
雇
用
す
る
障
害
者
数
が
法

定
雇
用
障
害
者
数
を
超
え
て
い
る
事

業
主
に
対
し
支
給
さ
れ
ま
す
。

　

調
整
金
の
額
は
、
超
過
数
一
人
あ

た
り
月
額
二
万
七
千
円
で
す
。

㈢
　
報
奨
金

　

常
用
雇
用
労
働
者
数
が
百
人
以
下

で
あ
っ
て
、
雇
用
す
る
障
害
者
数
が

一
定
数
を
超
え
て
い
る
事
業
主
に
対

し
支
給
さ
れ
ま
す
。

　

報
奨
金
の
額
は
、
一
人
あ
た
り
月

額
二
万
一
千
円
で
す
。

　

四
月
一
日
か
ら
七
月
三
十
一
日
（
納

付
金
・
調
整
金
の
書
類
提
出
時
期
と

異
な
り
ま
す
）
ま
で
の
間
に
、
所
定

の
申
請
書
を
独
立
行
政
法
人
高
齢
・

障
害
・
求
職
者
雇
用
支
援
機
構
に
提

出
し
ま
す
。
時
期
と
提
出
窓
口
は
、

㈤
の
制
度
で
も
同
様
で
す
。

㈣
　
在
宅
就
業
障
害
者
特
例
調
整
金

　

在
宅
就
業
障
害
者
※
に
仕
事
を
発

注
し
た
納
付
金
申
告
事
業
主
・
調
整

金
申
請
事
業
主
（
常
時
労
働
者
数
百

人
超
）
に
対
し
、
支
払
っ
た
業
務
の

対
価
に
応
じ
た
額
が
支
給
さ
れ
ま
す

（
上
限
額
あ
り
）。

※　

自
宅
の
ほ
か
、
障
害
者
が
業
務

を
実
施
す
る
た
め
に
必
要
と
な
る

施
設
や
就
労
に
必
要
な
知
識
及
び

能
力
の
向
上
の
た
め
に
必
要
な
訓

練
等
が
行
わ
れ
る
場
所
等
に
お
い

て
、
物
品
の
製
造
、
役
務
の
提
供

等
の
業
務
を
自
ら
行
う
障
害
者（
雇

用
さ
れ
て
い
る
者
を
除
く
）
を
い

い
ま
す
。
次
の
在
宅
就
業
障
害
者

特
例
報
奨
金
に
つ
い
て
も
同
様
で

す
。

㈤
　
在
宅
就
業
障
害
者
特
例
報
奨
金

　

在
宅
就
業
障
害
者
に
仕
事
を
発
注

し
た
報
奨
金
申
請
対
象
事
業
主
（
常

時
労
働
者
数
百
人
以
下
）
に
対
し
、

支
払
っ
た
業
務
の
対
価
に
応
じ
た
額

が
支
給
さ
れ
ま
す
。
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　健康保険制度では、療養病床に入院する
65歳以上の者の生活療養※に要した費用に
対し、保険給付として入院時生活療養費が
支給されています。
※　食事療養並びに温度、照明及び給水に
関する適切な療養環境の形成である療養
をいいます。

①　見直しの概要
　平成29年10月１日より、医療と介護及
び入院と在宅療養の負担の公平化を図る観
点から、入院時生活療養費の支給を受ける
者が自己負担する額※のうち「居住費」にか
かる部分について見直しが行われました。
※　生活療養標準負担額といい、「食費」
と「居住費」にかかる自己負担がありま
す。

〈参考〉
　介護保険施設の多床室に入所する低所得
者（市町村民税非課税者）の居住費負担額
（光熱水費相当額）は、家計調査の結果を
踏まえ、平成27年４月に１日あたり320
円から370円に引き上げられています。

②　変更後の負担額
　対象者は、医療の必要性等に応じ三段階
に区分され、それぞれ１日あたりの自己負
担額が定められています。カッコ内は平成
29年９月30日までの負担額です。
Ａ　医療の必要性の低い者
　　　370円（320円）
Ｂ　医療の必要性の高い者
　　　200円（０円）
Ｃ　指定難病患者
　　　０円（０円）
　なお、Ｂ（医療の必要性の高い者）は、居
住費の負担額が段階的に引き上げられ、平
成30年４月１日から１日につき370円（Ａ
とＢの負担額が同一額）となります。

（健康保険）入院時生活療養
費の負担額見直し

　雇用保険の被保険者であった期間が５年
以上ある60歳以上65歳未満の一般被保
険者を支給対象とする給付金です。
　60歳以降に受ける賃金が60歳時点（原
則）に比べて、75％未満に低下した状態で
働き続けているときに支給されます。
　支給額は60歳時点と比べた賃金の低下
割合により算出されます。
①　61％以下…各月賃金の15％相当額
②　61％超75％未満…低下率に応じた支
給額（各月賃金の15％未満の額）
　支給限度額が設けられており、平成29
年８月１日以降は、支給対象月に受けた賃
金額が357,864円以上であるときには支
給されません。
　高年齢雇用継続給付には、「高年齢雇用
継続基本給付金」のほか、離職後に基本手
当を受給し、60歳以後に再就職した者を
対象とする「高年齢再就職給付金」もあり
ます。

高年齢雇用継続基本給付金
（雇用保険）　
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